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はじめに
環太平洋パートナーシップ（Trans-Pacific Partnership）協定（以下「TPP｣）は、締約国相互の経済























（以下「NZ｣)、ペルー、シンガポール、米国、ベトナムの 12か国は、2015年 10月 5日に TPPの「大筋合











































法考査局｢ TPPの概要と論点 各論( 上)―環太平洋パートナーシップ協定署名を受けて」｢同 各論( 下)」『調
査と情報― ISSUE BRIEF―』902号及び 903号、2016.3.18を参照。






















































































対策本部ウェブサイト〈http://www.cas.go.jp/jp/tpp/naiyou/pdf/sankousiryou 2/160420_tpp_sankou 18.pdf〉；“TPP Ministers Give Updates On Do-
mestic Ratification On Margins Of APEC,” Inside U.S. Trade, May 19, 2016; “TPP Ministers Outline Ratification Process ; Mexico, Australia Aim
For 2016,” Inside U.S. Trade, February 4, 2016; IMF, “World Economic Outlook Database,” April 2016.〈https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/
2016/01/weodata/index.aspx〉；各種報道等を基に作成。




















7 磯田宏「国の主権を損なうような ISDS条項」になっていないか― ｢大筋合意」テキストにおける「投資章」



























食品安全・検疫基準 製品の安全規格基準 内外投資家の無差別原則 サービス貿易の原則 金融サービスに特有の
原則
商用の入国・滞在手続
























































































8 資産の対象品目は現行で関税率 10％以上かつ国内生産額 10億円以上の品目である農産物 19品目及び林水産
物 44品目で、TPPの合意内容や国内対策を考慮して、各品目の合意内容の最終年における生産額への影響を










































































全品目 農林水産品 全品目 農林水産品
TPP 95 81.0 … 78.8
日豪 EPA 89 … 88.4 …






品目数 9,018 2,328 6,690
関税撤廃品目数 8,575 1,885 6,690
関税撤廃率（％) 95.1 81.0 100.0
(資料）内閣官房「関税撤廃した場合の経済効果についての政府統一試算」(2013.3.15）
内閣官房 TPP政府対策本部「TPP協定の経済効果分析」(2015.12.24）
表４－３ TPPの関税撤廃構造 ― 農林水産品 ―
農林水産品の非自由化品目
計 重要５品目 ５品目以外
品目数 834 586 248
関税撤廃品目数 395 174 221
























味で、TPPの決着に先佃をつけたのが日豪 EPAである。日豪 EPAと TPPにおける牛肉の扱いを比較
するかたちで示すと、表５－１のようになる。
9 TPP交渉参加各国の最終的な関税撤廃率（品目ベース）
日本 米国 カナダ 豪州 NZ シンガポール メキシコ チリ ペルー
マレー
シア ベトナム ブルネイ












品目数 58 109 51 49 188 131 586
関税撤廃品目数 15 26 37 33 31 32 174









地域包括的経済連携（Regional Comprehensive Economic Partnership : RCEP）及び日中韓 FTAが挙げら
れる。これらの FTA/EPA交渉においては、参加国の経済、制度状況から自由化レベルの向上が課題
とされる。特に TPP非参加国を含む全16か国が参加する RCEPについては、TPPとともに、APEC








通用年月 関税率 セーフガード 関税率 セーフガード
発動基準 SG税率 発動基準 SG税率
締結前 38.5 38.5
1 15/01 30.5 19.5 38.5 27.5 59.0 38.5
2 15/04 28.5 ↓ ｜ ↓ ↓ ｜
3 16/04 27.5 ↓ ｜ ↓ ↓ ｜
4 17/04 ↓ ↓ ｜ ↓ ↓ ｜
5 18/04 ↓ ↓ ｜ ↓ ↓ ｜
6 19/04 ↓ ↓ ｜ ↓ ↓ ｜
7 20/04 ↓ ↓ ｜ ↓ ↓ ｜
8 21/04 ↓ ↓ ｜ ↓ ↓ ｜
9 22/04 ↓ ↓ ｜ ↓ ↓ ｜
10 23/04 ↓ 21.0 38.5 20.0 69.6 ｜
11 24/04 ↓ （10年目に再協議） ↓ ↓ 20.0
12 25/04 25.0 ↓ ↓ ｜
13 26/04 ↓ ↓ ↓ ｜
14 27/04 ↓ ↓ ↓ ｜
15 28/04 ↓ ↓ 72.6 ｜
16 29/04 ↓ 9.0 73.8 18.0
17 30/04 ↓ （△1％）










































11 「経済効果は約 14兆円政府試算」『NHK NEWS WEB』2015.12.25
12 「TPP日本に恩恵大きく」『日本経済新聞』(電子版）2016.1.8













































































































19 2016年 3月期決算における営業収益 3兆 6270億円のうち、約 27％の 9,800億円を占めている。


































20 「TPP合意文書概要 21世紀型 新ルール」『読売新聞』2015.11.6；｢TPP 概要公表 車・金融 日本に厳しく」『読
売新聞』2015.11.6
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